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ほか，航海用電子海図の更新情報を電子水路通報と
してインターネット等により提供した。
また，航海中の船舶に対して緊急に周知する必要
がある情報については航行警報を発出し，平成２３年
には約１万８千件の情報を提供するなど，海上保安
庁が運用している通信施設のほか衛星通信，イン
ターネット，ラジオ，漁業無線といった様々な媒体
により幅広く情報提供を実施した。
さらに，我が国周辺海域における海流・海氷等の
海況を取りまとめた海洋速報等や黒潮等の海流の状
況を短期的に予測した海流推測図等をインターネッ

ト等により提供しており，平成２３年には約７９６万件
の情報を提供した。

3高齢者，障害者等に対応した旅客船ターミナル等
の整備
高齢者，障害者等も含めたすべての利用者が旅客
船，旅客船ターミナル，係留施設等を安全かつ身体
的負担の少ない方法で利用・移動できるよう，段差
の解消，視覚障害者誘導用ブロックの整備等を推進
した。

第２節 海上交通の安全に関する知識の普及

1海難防止思想の普及
海難を防止するためには，船舶運航者を始めとす
る海事関係者やマリンレジャー愛好者，さらには国
民一人一人の海難防止に関する意識を高めることが
重要となる。
このため，海難防止講習会や訪船指導等あらゆる
機会を通じて安全運航に関する事項及び海事関係法
令の遵守等について指導した。
特に平成２３年７月１６日から３１日までの間，「見張
りの徹底及び船舶間コミュニケーションの促進」
「小型船の安全対策」を重点事項に掲げて官民一体
となって「全国海難防止強調運動」を全国一斉に実
施したほか，霧などの気象条件や海難の発生傾向な
ど地域や各種船舶の特性を考慮した地方レベルの
「地方海難防止強調運動」を展開し，海事関係者に
限らず広く国民全般に対して海難防止を呼びかけ，
海難防止思想の普及及び高揚並びに海難防止に関す

る知識の習得及び向上を図った。

2外国船舶に対する情報提供等
外国船舶の海難を防止するため，我が国周辺の地
理や気象・海象の特性等に不案内な外国船舶に対
し，訪船やホームページを活用するなどして，ふく
そう海域における航法や航路標識の設置状況等の航
行安全上必要な情報等について周知するとともに航
行安全指導を実施した。
特に，海域特性に応じた新たな航法の設定や船舶
の危険防止のための航行援助の充実等を内容とする
「港則法及び海上交通安全法の一部を改正する法
律」の施行（平成２２年７月１日）に際しては，日本
語のみならず英語・中国語・韓国語・ロシア語によ
る新たな制度を記したパンフレットの配布及びホー
ムページへの掲載を行い，広く周知・指導を図っ
た。

第３節 船舶の安全な運航の確保

1船舶の運航管理等の充実
⑴運輸安全マネジメント評価の推進
平成１８年１０月より導入した「運輸安全マネジメン
ト制度」により，事業者が経営トップから現場まで
一丸となって安全管理体制を構築し，国がその実施
状況を確認する運輸安全マネジメント評価を２３年１２

月末までに延べ３，２２５社に対して実施した。
⑵旅客船事業者等に対する指導監督の充実強化
適切な船舶の運航管理の強化や船員の労働環境の
整備等を通じた航行の安全を確保するため，全国の
地方運輸局等に配置された運航労務監理官は旅客
船・貨物船等を対象として，海上運送法（昭２４法


